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*第二二七条（文書の留置）

裁判所は、必要があると認めるときは、提出又は送付に係る文書を留め置くことができる。

*第二二八条（文書の成立）

文書は、その成立が真正であることを証明しなければならない。

2 文書は、その方式及び趣旨により公務員が職務上作成したものと認めるべきときは、真正に成立し

た公文書と推定する。

3 公文書の成立の真否について疑いがあるときは、裁判所は、職権で、当該官庁又は公署に照会を

することができる。

4 私文書は、本人又はその代理人の署名又は押印があるときは、真正に成立したものと推定する。

5 第二項及び第三項の規定は、外国の官庁又は公署の作成に係るものと認めるべき文書について

準用する。

*第二二九条（筆跡等の対照による証明）

文書の成立の真否は、筆跡又は印影の対照によっても、証明することができる。

2 第二百十九条、第二百二十三条、第二百二十四条第一項及び第二項、第二百二十六条並びに

第二百二十七条の規定は、対照の用に供すべき筆跡又は印影を備える文書その他の物件の提出

又は送付について準用する。

3対照をするのに適当な相手方の筆跡がないときは、裁判所は、対照の用に供すべき文字の筆記を

相手方に命ずることができる。

4 相手方が正当な理由なく前項の規定による決定に従わないときは、裁判所は、文書の成立の真否

に関する挙証者の主張を真実と認めることができる。書体を変えて筆記したときも、同様とする。

5 第三者が正当な理由なく第二項において準用する第二百二十三条第一項の規定による提出の命

令に従わないときは、裁判所は、決定で、十万円以下の過料に処する。

6 前項の決定に対しては、即時抗告をすることができる。

第二三〇条（文書の成立の真正を争った者に対する過料）

当事者又はその代理人が故意又は重大な過失により真実に反して文書の成立の真正を争ったと

きは、裁判所は、決定で、十万円以下の過料に処する。

2 前項の決定に対しては、即時抗告をすることができる。

3 第一項の場合において、文書の成立の真正を争った当事者又は代理人が訴訟の係属中その文

書の成立が真正であることを認めたときは、裁判所は、事情により、同項の決定を取り消すことができ

る。

*第二三一条（文書に準ずる物件への準用）

この節の規定は、図面、写真、録音テープ、ビデオテープ

第二三〇条（文書の成立の真正を争った者に対する過料）

当事者又はその代理人が故意又は重大な過失により真実に反して文書の成立の真正を争ったと

きは、裁判所は、決定で、十万円以下の過料に処する。

2 前項の決定に対しては、即時抗告をすることができる。

3 第一項の場合において、文書の成立の真正を争った当事者又は代理人が訴訟の係属中その文

書の成立が真正であることを認めたときは、裁判所は、事情により、同項の決定を取り消すことができ

る。


